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Johnson 等の液体金属の熱伝達率実験結果では、低流量域の計測値が理論値を大きく下回っている。彼ら

の計測データ処理式では、液体金属の熱伝達率と同程度以下の値を持つ実験体系に存在する接触コンダク

タンスが考慮されておらず、伝熱面温度を過大評価し熱伝達率を過小評価してしまったとの結論である。 
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1. 緒言： Johnson等の Pb-Biの熱伝達率実験結果[2]では、低流量域の計測値が理論値を大きく下回って

いる。Lubarsky-Kaufmanは、実験結果が正しいとして相関式を作成しているが、理論値に近い Skupinski

等[3]の実験結果もあり、Johnson 等を含め多くの研究者が理論値より低い熱伝達率に疑問を持ってきた。

実験結果を見る限り、どこかに問題があるようには思えない。そこで、実験体系を FLUENT コードでモ

デル化して実験条件を解析し、何に問題があったかを明確にする。 

2. 実験のシミュレーション： Johnson等の実験で用

いられた装置のテスト部（管内径：16.56㎜、管外径：

19.05㎜、アルミジャケット外径：31.75㎜、全長：1219

㎜）をFLUENTコードで図 1のようにモデル化した。

実験結果で問題になっているのは、層流と遷移流域で

あり、流況に適したモデルを選択して解析した。彼ら

の乱流域実験結果は、多くの実験結果と一致している。 

解析結果を実験と比較した結果、伝熱面と流体の温

度差が両者で大きく異なっていることが分かり、この

ような差が出た理由を検討した。Johnson等の実験では、

熱伝達率を計測温度から導出する際に、液体金属の熱

抵抗と同程度か大きな値となる接触熱抵抗を無視して

いる[1]ことが判明した。このため、伝熱面温度を過大

評価し、熱伝達率を過少評価したとの結論に至った。

CDF 解析結果は、Skupinski 等が実施した NaK での

実験結果にほぼ一致する結果となった。 

3. 結論： Johnson等の実験で用いられた熱伝達率計測結果には、不備がある。接触熱抵抗は、接触材質

と圧力に依存するため、Skupinski等のように伝熱面近傍に熱電対を配置しなかったことに原因がある。 
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図 1 テスト部の FLUENTモデル 
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図 2 Johnsonらの試験結果の解析 
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